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１．はじめに  

甲府をはじめとする地方都市は、無秩序な都市機

能の拡散によるスプロール化が様々な問題を引き起

こしている。一つは過度な自動車依存による渋滞や、

二酸化炭素排出量増加という環境問題である。また、

地方都市でも高齢化が進んでおり、自動車依存型の

都市では高齢者の移動を支えることができないとい

う問題もある。そして、都市機能が拡散したことに

よる中心市街地の機能低下や空洞化も深刻な問題と

なっている。 

これに対し、山梨県区域マスタープラン１）では都

市機能集約型都市構造の実現が基本理念として提示

されている。これは、甲府中心部といくつかの拠点

に都市機能を集約し、その拠点間のアクセス性を、

公共交通を中心とした交通整備により向上させると

いったものである。このような考えであれば、それ

ぞれの拠点への都市機能の集約を目指せばよいので

実現性もあると思われる。この時、重要となるのが

交通結節点である。交通結節点は異なる交通手段を

つなぐだけでなく、「たまる空間」としての役割もあ

るとされ、駅などを中心とした交通結節点に都市機

能を集約させることで、区域マスタープランの実現

とともに、当該地域の「まちづくり」にもつながる

と期待できる。 

そこで、本研究では交通結節点を中心とした集約

型都市の実現の効果と影響とを分析するための経済

モデルを構築する。そして、それに基づき交通結節

点を整備することで、自動車交通から公共交通への

転換を図るとともに、まちのにぎわいにも寄与する

ようなまちづくりの提案を行う。 

 

２．甲府都市圏の現状について 

山梨県の人口の減尐率と高齢化率はともに全国的

に見て高い値にあり、中心市街地の空洞化も進んで

いる（図-1）。また、甲府都市圏の交通は自動車に依

存しており、公共交通の利用率はかなり低い（図-2）。

こうした状況からも甲府市は典型的な地方都市とい

える。これに対し、地方都市の様々な問題の解決の

ために、いくつかの拠点への都市機能の集約のよう

なコンパクトな都市の形成が重要になってくると考

えられる。 

山梨県の区域マスタープランで定めている甲府都

市圏の拠点は、広域拠点が甲府駅周辺で、その他 5

つの地域拠点が山梨市駅周辺、塩山駅周辺、石和温

泉駅周辺、韮崎駅周辺、富士川町役場周辺となって

いる。これらは、駅などいわゆる交通結節点であり、

拠点間のアクセス性の確保に対し、公共交通の整備

を念頭に置いていることが分かる。 
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図-1 甲府市の地域別人口推移 
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図-2 甲府都市圏の交通手段分担率 

（出典：山梨県、甲府都市圏パーソントリップ調査） 
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３．交通結節点について 

交通結節点とは、異なる交通手段(場合によっては

同じ交通手段)の乗り換え・乗り継ぎ施設のことで、

移動の一連の動きの中のひとつの重要な要素であり、

「つなぐ空間」と「たまる空間」としての役割を有

している。具体的な施設としては、鉄道駅、バスタ

ーミナル、自由通路や階段、駅前広場やバス交通広

場、歩道などが挙げられる。 

交通結節点を整備することによるメリットとして

は、サービス施設や商業施設の集積が期待でき、そ

こに多くの人が集まることによって、まちのにぎわ

いに寄与することなどが考えられる 。また、駅前広

場等の交通結節点整備は、都市機能の誘導・集積を

促進させ地域内の中心的な拠点地区を形成する「拠

点形成機能」および「ランドマーク」としての機能

を兼ね備えており、都市交通上も都市計画上も重要

な施設であるといえる。駅周辺は集客施設の立地も

多く、多数の施設来訪者が利用するため、待合わせ

スペースをはじめ、各種交流・サービス機能の充実

を図ることも重要となる。また、交通利便性が良く、

都市としての広域拠点性も高いため、駅を中心とし

て都市が発展していることも多く、駅前広場は、都

市の顔としての役割を果たしている。 

本研究では、実際に交通結節点を整備した場合に、

自動車交通から公共交通へどの程度転換が生じるの

か、さらに、まちのにぎわいの向上にも寄与するか

を経済モデルを用いて評価する。 

 

４．家計行動モデルの提案 

１）モデルの概要 

本研究は家計の消費行動を対象としたもので、特

に個人サービス消費と交通行動とを明示化してモデ

ルを構築する。これまで自動車交通から公共交通へ

の転換を図る政策を分析するためのモデルとしては

四段階推定法に代表される交通需要予測モデルがあ

った。これらは現在、発生から配分に至る各段階を

整合的にモデル化するため、Nested ロジットモデル

によるモデル化がなされている。しかし、そこには、

交通行動を生じさせることによって何を消費するの

かといった経済的な行動は踏まえられていなかった。

それに対し本研究では交通行動によって個人サービ

スを消費することを明示的に考慮し、さらにそれは

各地域における個人サービス供給量とも関係し、そ

うした供給を交通結節点で増加させることで、公共

交通への転換および、当該地域の活性化にもつなが

るかを評価するものとした。 

家計の行動範囲は甲府都市圏の中心部（甲府駅周

辺）と郊外部（東花輪駅周辺）の２地域間に限定し

たものとする。また、本研究では企業の生産行動ま

では考慮できていない。 

 

２）家計行動モデルの定式化 

 図-3 には、家計の消費行動モデルのツリーを示し

た。個人サービスとは、商業サービスや飲食サービ

スなど、対個人サービスと呼ばれるものであり、こ

れは自動車あるいは公共交通を利用して当該地域に

アクセスすることで消費できるものとして、図-3 の

ようなツリーを考えた。図-3の各段階は以下のBarro

型 CES 関数に基づく効用を一定とする条件下での支

出最小化問題として定式化した。 
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21,qq ：財 1・2の価格、 21, xx ：財 1・2 の投入量、 
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図-3 家計の消費行動のツリー 

 

CES モデルはキャリブレーション手法によりパラ

メータが決定される。ただし、代替の弾力性σは外

生的に設定するため、このσの決定方法が課題とな
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っていた。そこで、まず、σの値に応じて需要関数

あるいは交通機関の分担率がどう変化するのかを検

討する。次に、それと、ロジットモデルでのパラメ

ータ推定結果を比較する。例えば、図-3 の第二段階

は交通機関分担モデルとみなされるので、それに対

するロジットモデルのパラメータ推定を行う。そし

て、それを重ね合わせる形でそれらの差を見たもの

が図-4 である。 

図-4 では公共交通機関の分担率と一般化価格のグ

ラフを作成した。ただし、自動車の一般化価格は固

定としている。 
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図-4 ロジットモデルと弾力性の変化における 

     CESモデルの比較 

 

これをみると、代替の弾力性が 2 の時、ロジット

モデルと CES モデルのグラフが重なっているものと

言え、そこで、本研究では弾力性を 2とし、CESモデ

ルによる分析を行うものとする。 

 

５．政策による便益評価 

１）東花輪駅前のサービス供給 

ここでは、東花輪駅という交通結節点において、

個人サービスの供給率が増加した場合の便益計測を

行った。なお、サービス供給はまちのにぎわいに寄

与すると考えている。 

東花輪駅の現状としては、近くにコンビニが１件

あるのみで、広場などは整備されておらず、公共交

通の乗り換えのスムーズさもあまりよくない。そこ

で、東花輪における個人サービス供給が増加したケ

ースを設定し、モデル計算を行った。なお、本来は

個人サービス企業の行動モデルを作成し、経済行動

原理の下でサービス供給がなされるかをみる必要が

あるが、企業の行動が定式化できていないため、こ

こではサービス供給が仮に増加したらという想定で

計算を行った。 

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

0.60%

0.70%

10% 50% 100% 300% 500% 1000%

東花輪駅前のサービス供給を増加させたときの合成公

共交通の変化率合成公共交通

の変化率（％）

東花輪の

サービス供給

の増加率（％）  
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図-6 東花輪駅前のサービス供給を増加させた 

ときの便益の変化率 

 

図-5、6より、東花輪駅前でのサービス供給の増加

に対し、公共交通への転換と年間便益とも増加した

が、この増加率は微尐であることがわかる。このこ

とから、東花輪駅前にはサービス供給だけでは自動

車から公共交通への転換を図ることは難しく、効果

もあまり得られないということがわかった。 

 

２）公共交通整備 

続いて、公共交通の整備を行うことにする。ここ

でいう公共交通整備とは公共交通の所要時間短縮の

ことをいい、現実的には乗り換えのスムーズさの改

善等を想定している。 
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図-7 公共交通整備による合成公共交通の変化率 
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図-8 公共交通整備による便益の変化率  

 

公共交通整備を行ったところ公共交通利用と年間

の便益はともに増加した。公共交通整備による自動

車から公共交通への転換率はサービス供給のみの政

策に比べとても大きく、便益についても同様のこと

が言える。 

 

３）サービス供給と公共交通整備 

最後に、サービス供給と公共交通整備の両方を行

い、公共交通と便益の変化を計算した。 
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図-10 サービス供給と公共交通整備による 

便益の変化率 

 

図-9、10 は、サービス供給のみのケース（いずれ

も数値が小さく限りなくゼロに近い）と、それに加

えて交通整備がなされた場合の計算を行った。この

結果は、公共交通と便益がともに増加した。 

４）代替弾力性の感度分析 

次に、代替弾力性σの感度分析を行う。サービス

供給増加率 100％、公共交通整備 5％に対し、σの値

を変化させて便益を計算した結果が図-11である。 
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図-11 東花輪のサービス供給を 100％、公共交通整

備を 5％増加させたときのσの変化による便益 

 

おわりに 

本研究では、拠点への都市機能の集約を実現する

ために交通結節点の整備による効果・影響を分析し

た。そこでは、従来ロジットモデルによって分析が

行われてきた交通モデルを、CES 関数を用いてモデル

化した。そして、その弾力性の設定に対し、実際の

データを用いて、ロジットモデルと CES 関数の比較

を行うことにより設定を行った。さらに簡単な数値

計算より、駅前のサービス供給と公共交通整備を同

時に行うことで、自動車交通から公共交通への転換

を図るとともに、まちのにぎわいにも寄与するとい

った結果が得られた。 

今後は、企業行動の組み込み、自動車から公共交

通へ転換が図れた際、環境はどう変化するのかなど

の分析が必要だと考えられる。 
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